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企業版ふるさと納税について
株式会社 企業版ふるさと納税マッチングサポート  部長　利重　和彦

1. 企業版ふるさと納税の制度について

　企業版ふるさと納税とは、地方公共団体が行う
地方創生の取組を、企業が寄附を通じて応援した
場合に、税制上の優遇措置が受けられる制度です。
正式名称は「地方創生応援税制」といい、国が認
定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対
して企業が寄附を行った場合に、法人関係税から
税額控除する仕組みです。

道府県及び市町村全体の５割を超えました。
　令和２年度税制改正により、手続き等の簡素化の
見直しがあり、認定団体数が一気に倍増しました。
　認定団体数は増加しましたが、地方公共団体の
悩みは「どうやって寄附してくれる企業と知り合
うか」です。一般財団法人地域活性化センターが
おこなったアンケート結果を見ると、どの地方公
共団体も寄附企業との出会いに苦労されているよ
うです。
　HP 等に掲載し、企業からのアプローチを待つと
いう意見が半分以上ですが、企業が寄附したい自
治体をインターネットで情報検索して寄附先を探
すかという点、さらには検索してもそのホームペー
ジまでたどり着けるかが課題と考えます。
　寄附企業情報の収集および企業へのコンタクト
方法に苦労しているとの意見が７割を超えていま
す。自治体担当者は「どうしたら寄附を検討して
くれる企業と出会えるのか」、「企業が寄附してく
れるのには自治体はどうしたらよいのか」を悩ん
でいます。

2. 企業版ふるさと納税マッチングサポートについて

　2020 年 7 月、東武トップツアーズ株式会社（本
社：東京都墨田区、社長：坂巻伸昭）と一般財団

　制度のポイントは、寄付額の約３割が損金算入
により軽減されることに加え、令和２年度から５
年間は寄附額の６割が税額控除されるため、あわ
せて最大９割の法人関係税が軽減される点です。
例えば、企業が地方公共団体に 1,000 万円寄附す
ると、最大約 900 万円の法人関係税が軽減される
ことになります。
　企業版ふるさと納税に係る地域再生計画の認定
団体数は 945 団体で、令和２年 11 月 6 日時点で

法人地域活性化センター（東京都中央区、理事長：
椎川忍）は、企業版ふるさと納税に関する企画、
提案、支援、広告及びコンサルティング等におけ
る共同事業を行うことを目的とした新会社、 株式
会社企業版ふるさと納税マッチングサポートを設
立しました。
　地域活性化センターは、全国の地方公共団体を
会員に持ち、地域社会の活性化に取り組んでいま
す。また全国 47 都道府県に拠点を有し法人営業
を主として事業展開する東武トップツアーズでは、
地域の皆さまと共に歩むことを大切にしており、
これまでも地域を元気にする取り組みに関わって
きました。株式会社企業版ふるさと納税マッチン
グサポートは、東武トップツアーズ、地域活性化
センター両社の地域活性化に向けた強い思いが結
実し、設立に至りました。
　弊社は、多くの企業と地方公共団体が企業版ふ
るさと納税を活用できるようにするため、地域へ
の貢献やパートナーシップの構築を検討している
企業と、地方創生に取り組む地方公共団体とを結
びつけるプラットフォームの役割を担っています。
地域の魅力を発信し、地域の活性化、認知度向上
に貢献するとともに、企業と地域をつなぐことを
通じて社会に貢献することに取り組んでいます。

平成28年度にスタートしたこの制度は、令和元年度には寄附件数1,327件、寄付額は3,380百万円に成長しました。

出典：内閣府 地方創生推進事務局「企業版ふるさと納税ポータルサイト」
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■会社概要
　会社名： 株式会社企業版ふるさと納税マッチングサポート
　設　立： 2020 年 7 月
　代表者 ：取締役社長 坂巻 伸昭
　資本金：150 万円
　株　主 ：東武トップツアーズ株式会社、一般財団法人地域活性化センター
　主な事業内容：
　　・企業版ふるさと納税に関する企画、提案、支援、広告及びコンサルティング
　　・上記事業にかかる地方公共団体と企業のマッチングサービス
　　・地域に貢献する事業の企画、提案及び投資

3. 企業版ふるさと納税の今後について

　企業版ふるさと納税は、企業にとっても地方公
共団体にとってもメリットのある制度です。今は
コロナ禍で企業の業績が厳しい時ですが、今後経
済活動が活性化し、企業の業績が復活してきた際、
企業版ふるさと納税をおこなう企業は増加すると
思われます。
　地域が元気になることで日本が元気になるの
で、企業が地域と連携することは重要と考えます。
企業版ふるさと納税は、「企業も地域も、関わる
すべての人を幸せに」する制度です。

寄付を受けた地方公共団体の代表が、企業を訪問して社長様に
感謝状を贈呈しました。（左より）両者をつないだ営業マン、地方
公共団体代表者、寄付をした企業の社長様
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制度を活用している、利用を検討している自治体（636）の回答集計

企業からの寄附募集について
どのような方法を予定していますか︖

(複数回答可能）

企業版ふるさと納税を活用（検討）するにあたり、
苦労している点はありますか︖

(複数回答可能）

ぶぎんシステムサービスは、
お客さまに最適なITの導入をお手伝いします。

テ レワーク

集 金代行

ホ ームページ

サ イバーセキュリティ

              システムサービス株式会社
〒330-0835 さいたま市大宮区北袋町 1-307 武蔵野銀行事務センター内

https://www.bugin-bss.co.jp
☎ 048-644-8510       048-642-9108FAX

非常災害時の事業継続のほか、ワークライフバランスの実現
による有能・多様な人材の確保と生産性向上、労務管理の向
上などを実現するソリューションをご提案します。

お取引先の各種代金を口座振替により回収し、お客さまの口
座に入金します。家賃や駐車場料金、介護サービス利用料な
どが非対面で回収できます。

Withコロナにより営業チャネルとしてのネット利用が更に加速し、
ホームページの存在が大きくなっています。これまでホームページ
が成果につながらなかったお客さまも、是非当社にご相談ください。テレワークを行う場合、オフィスでの業務とは異なるセキュ

リティ確保のための対策が求められます。当社は、お客さま
のセキュリティ維持に必要なソリューションをご提案します。
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総合リースは企業経営に新しい可能性を提案します

ビジネスニーズに最先端の
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リ
ー
ス
対
象
物
件

工場機械設備

事務機器

建設輸送機器

商業店舗機器

医療福祉機器

ゴルフ場設備・機器

その他各種設備等

広 告
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